
9 1 1[Ⅱ- -( )]-

事後評価シート

【 評価年月 】平成17年 4月

【主管課・室】環境保健部企画課保健業務室

【評価責任者】環境保健部企画課長 柴垣 泰介

保健業務室長 俵木 登美子

施策名、施策の概要及び予算額

施 策 名 Ⅱ－9－（1）公害健康被害対策（補償・予防）

施策の 公害による健康被害について、迅速かつ公正な救済及び未然防止を図るた

概 要 め、公害健康被害の補償・予防を推進する。

予 算 額 15,024,481 千円

目標・指標、及び目標の達成状況

目 標 公害に係る健康被害について、迅速かつ公正な救済及び防止を図る。

「公害健康被害の補償等に関する法律 （公健法）による被認定者への公達成状況 」

正な補償給付、同法による健康被害予防事業の推進及び環境汚染による健康

影響の継続的監視等により、公害に係る健康被害について、迅速かつ公正な

救済及び未然防止を図った。

下位目標1 「 公害健康被害の補償等に関する法律 （公健法）に基づき、認定患者へ」

の公正な補償給付等の実施を確保する。

、 。達成状況 ○約5万3千人の公健法による被認定者に対し 公正な補償給付等を実施した

また、当該補償給付等に要する財源に充てるための汚染原因者からの適正

な賦課金徴収等を行った。

公健法による健康被害予防事業の推進に加え、地域人口集団の健康状態と下位目標2

環境汚染との関係について継続的な監視及び調査研究を行う。また、局地的

大気汚染の健康影響に関する調査研究を推進する。

○地域の健康被害予防に直結する健康相談、健康審査、機能訓練事業を中心

に健康被害予防事業を実施した。また、環境保健サーベイランス、カドミ達成状況

ウム汚染地域住民健康影響調査等により、環境汚染による健康影響の継続

的監視及び調査研究を行った。加えて、平成17年度から実施予定の幹線道

路沿道における疫学調査に備え、大気汚染物質の個人暴露量把握に関する

試行調査、客観的健康影響指標（呼気NO）の開発を実施した。
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評価、及び今後の課題

【必要性 （公益性、官民の役割分担等）】

○我が国の悲惨な公害経験を踏まえ、これらの公害健康被害者に対する補償

を確保し、また、公害経験による教訓を活かし、健康被害の未然防止を図

っていくことは環境行政の重大な責務である。

【有効性 （達成された効果等）】

評 価 ○被認定者に対する補償を適正に実施した。また、健康被害予防事業等を実

施し、健康被害の未然防止を図った。

【効率性 （効果とコストとの関係に関する分析等）】

○公健法による被認定者に対する補償に係る事務については、地方公共団体

への事務費交付金、公害健康被害補償予防協会への補助金等により効率的

に実施した。また、健康被害予防事業等については、地域住民の健康回復

に直接つながる事業に重点化を図ることにより、各地域で効率的に実施し

た。

＜目標に対する総合的な評価＞

○約5万3千人の公健法による被認定者に対し、公正な補償給付等の実施を確

保した。

○健康被害予防事業を適切かつ円滑に実施した。また、環境保健サーベイラ

ンス、カドミウム汚染地域住民健康調査等の継続的監視及び調査研究を適

切に実施した。加えて、平成17年度から実施予定の幹線道路沿道における

疫学調査に向けて、着実に準備を進めた。

○公健法による被認定者に対する公正な補償を引き続き確保する必要があ

。 、 、今後の課題 る また 公害による健康被害の未然防止を引き続き図っていくとともに

幹線道路沿道の局地的大気汚染による健康影響に関する調査研究を実施す

る必要がある。

政策への反映の方向性

反映方向分類 理由の説明

1 ○一昨年の公健法改正時の国会附帯決議等で幹線道路沿道の局地的大気

汚染による健康影響に係る調査の早急な実施が求められている。平成1

6年度までに実施した調査手法の検討の成果を踏まえて、平成17年度か

ら大規模な疫学調査を実施する。
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特記事項
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【別紙】

事務事業シート

施 策 名 Ⅱ－9－（1）公害健康被害対策（補償・予防）

施策共通の主な ・公害健康被害の補償等に関する法律（公健法）

政策手段等 ・公害保健福祉事業助成費 （57百万円）

・環境保健施策基礎調査費 （391百万円）

・健康被害調査研究費 （49百万円）

事務事業名 事業の概要 主な政策手段等

（ ）関連下位目標番号

公害健康被害の補償 ・公健法に基づく、被認定者に ・公害健康被害補償給

（下位目標1） 対して補償給付等の実施。 付支給事務費交付金

（1,217百万円）

・公害健康被害補償に係る納

付金財源交付

（12,237百万円）

公害健康被害の予防 ・公健法による健康被害予防事 ・環境保健サーベイランス調

（下位目標2） 業の推進、地域人口集団の健 査費

康状態と環境汚染との関係に （232百万円）

ついて継続的な監視及び調査 ・局地的複合大気汚染の健康

研究の実施。 影響に関する調査研究

（122百万円）


